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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 

電気料金審査専門小委員会の検討事項について（案） 

 

平成 25 年 11 月 7 日 

資源エネルギー庁 
 
 

１．電気料金審査専門小委員会設置の趣旨 
 

総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電気料金審査専

門小委員会（以下、「審査専門小委員会」という。）は、「電気料金制

度・運用の見直しに係る有識者会議報告書」（平成 24年 3月。以下、

「有識者会議報告書」という。）を踏まえ、電気料金認可プロセスに

おいて、中立性・客観性を確保しつつ、外部専門家の知見を取り入

れるため、平成 24年 5月に設置。 

審査専門小委員会は、中立的・客観的かつ専門的な観点から、料

金査定方針等の検討を行い、経済産業大臣に対して意見を行う。 

 

（参考１）東京電力による認可申請への対応 

東京電力から平成24年5月11日に提出された10.28%の電気料

金値上げの認可申請に対し、10 回の公開形式での審議を行い、委

員による査定方針の検討を行った上で、7 月 5 日に審査専門委員

会としての査定方針案を作成。これを受けて、経済産業大臣は、

消費者庁への協議を行った上で、最終的な査定方針を策定。「物

価問題に関する関係閣僚会議」で了承を得た上で、7月 25 日に認

可を行った（9月 1日から実施。最終的な値上げ幅は 8.46%）。 

 

（参考２）関西電力及び九州電力による認可申請への対応 

関西電力から平成 24 年 11 月 26 日、九州電力から 11 月 27 日

に提出された電気料金値上げの認可申請に対し、10 回の公開形式

での審議を行い、委員による査定方針の検討を行った上で、3 月

6日に審査専門委員会としての査定方針案を作成。これを受けて、

経済産業大臣は、消費者庁への協議を行った上で、最終的な査定
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方針を策定。「物価問題に関する関係閣僚会議」で了承を得た上

で、4 月 2 日に認可を行った（5 月 1 日から実施。最終的な値上

げ幅は関西電力で 9.75%、九州電力で 6.23%）。 

 

（参考３）東北電力、四国電力及び北海道電力による認可申請への対応 

東北電力から平成 25年 2月 14 日に 11.41％、四国電力から 2月

20 日に 10.94％、北海道電力から 4 月 24 日に 10.20％の電気料金

値上げの認可申請が行われ、これらに対し、東北電力、四国電力は

10 回、北海道電力は 8 回の公開形式での審議を行い、委員による

査定方針の検討を行った上で、東北電力、四国電力は 7月 24 日に、

北海道電力は 7 月 26 日に審査専門小委員会としての査定方針案を

作成。これを受けて、経済産業大臣は、消費者庁への協議を行った

上で、最終的な査定方針を策定。「物価問題に関する関係閣僚会議」

で了承を得た上で、8 月 6 日に認可を行った（9 月 1 日から実施。

最終的な値上げ幅は、東北電力で 8.94%、四国電力で 7.80％、北海

道電力で 7.73%）。 

 

２．今回の検討事項について 
 

 10 月 29 日に中部電力から、電気料金値上げの認可申請が行われた

ところであり、それについて審査を行う。 

（１）検討事項について 

中部電力から経済産業省に提出された申請が、電気事業法（参

照条文を添付）及び「一般電気事業供給約款料金審査要領」に照

らし妥当なものであるかどうかについての査定方針を検討し、公

聴会及び「国民の声」を通じて経済産業省に寄せられた意見に対

する見解を付した上で、経済産業大臣に意見を行う。 

  ※１ 「一般電気事業者供給約款料金審査要領」（以下、「審査要領」とい

う。）は、「電気料金制度・運用に係る有識者会議報告書」を踏まえ、平

成 24 年 3 月 30 日に改正を行った。さらに、平成 24 年 5 月 11 日の東京

電力の値上げ認可申請以降、6 社の申請を審査した結果を踏まえ、平成

25 年 10 月 15 日の第５回電気料金審査専門小委員会では、これまでの審
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査結果を審査要領に反映し内容を明確化することとした。審査要領の改

定案は、平成 25 年 10 月 22 日から平成 25 年 11 月 21 日まで募集するパ

ブリック・コメントを踏まえて施行される見通しである。今回の中部電

力の審査においては、当面、改定案を参照しつつ、現行の審査要領に基

づき審査を行い、改定案の施行後は改定案に則り審査を行うこととする。 

  ※２ 公聴会は、中部電力からの料金値上げ申請に関し、12 月 26 日（木）

（陳述人多数の場合は 12 月 27 日（金）も開催）に名古屋市の国際会議

場で実施予定。 

  ※３ 「国民の声」は、中部電力からの料金値上げ申請に関し、10 月 29 日

（火）～12 月 26 日（木）までインターネット等を通じて意見を募集。 

 

（２）検討の流れ 

第 1回では、中部電力から料金認可申請の概要の聴取を行い、自

治体、消費者団体、中小企業団体関係者からの意見を聴く。 

第 2回以降は、料金算定のフローに沿って審査を行い、公聴会及

び「国民の声」を通じて経済産業省に寄せられた意見も踏まえ、本

委員会としての査定方針をとりまとめる。必要に応じて、各回の議

題に関係する専門家を招聘し、質疑を行う。 

 

＜供給計画＞
電力需要予測と供給力の１０年
計画を毎年度策定。燃料費や購
入電力料等の算定基礎。

＜工事計画＞
今後の発電設備や送電線、変電
所等の建設計画。減価償却費や
事業報酬等の算定基礎。

＜資金計画＞
工事計画遂行のために必要な資
金調達計画。法人税や財務費用
等の算定基礎。

＜業務計画＞
人員計画や業務機械化計画、研
究計画等が含まれる。人件費や
その他の費用等の基礎。

＜経営効率化計画＞
供給計画公表時等に公表。料金
改定時には、料金改定の理由、
根拠等を明らかにする。

＜前提計画＞

【営業費】
○人件費
○燃料費
○修繕費
○公租公課
○減価償却費
○購入電力料
○その他経費
・バックエンド費用
・廃棄物処理費
・消耗品費
・賃借料
・託送料
・委託費
・損害保険料
・普及開発関係費
・研究費
・諸費 等

非
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＜総原価の算定＞ ＜個別原価計算、レートメーク＞

＜定期的評価＞

電力会社、経済産業
省において、決算情
報を基に毎年度実施

＜部門別収支＞

自由化部門の赤字
が規制部門により補
填されていないかを
確認

＜事後評価＞

【事業報酬】
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参照条文 

○電気事業法  

  （一般電気事業者の供給約款等）  

第十九条  一般電気事業者は、一般の需要（特定規模需要を除く。）に応ずる電気の供給

に係る料金その他の供給条件について、経済産業省令で定めるところにより、供給約款を

定め、経済産業大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様

とする。  

２  経済産業大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めると

きは、同項の認可をしなければならない。  

一  料金が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものであること。  

二  料金が供給の種類により定率又は定額をもつて明確に定められていること。  

三  一般電気事業者及び電気の使用者の責任に関する事項並びに電気計器その他の用

品及び配線工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ明確に定められ

ていること。  

四  特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。  

３ ～ ８ （略）  

 

（一般電気事業者の供給約款等の公表義務）  

第二十条  一般電気事業者は、第十九条第一項の規定により供給約款の認可を受け、同

条第四項の規定により供給約款の変更の届出をし、若しくは第二十三条第三項の規定に

よる供給約款の変更があつたとき、第十九条第七項の規定により選択約款の届出をした

とき、又は前条第一項の規定により最終保障約款の届出をしたときは、その供給約款、選

択約款又は最終保障約款をその実施の日の十日前から、営業所及び事務所において、公

衆の見やすい箇所に掲示しておかなければならない。 

（公聴会）  

第百八条  経済産業大臣は、第三条第一項（一般電気事業に係るものに限る。）、第八条第

一項（供給区域の増加に係るものに限る。）、第十九条第一項又は第二十三条第三項（供

給約款に係るものに限る。）の規定による処分をしようとするときは、公聴会を開き、広く一

般の意見を聴かなければならない。 

 

 

○一般電気事業供給約款料金算定規則  

（認可料金の原価等の算定）  

第二条  法第十九条第一項 の規定により定めようとする、又は変更しようとする供給約款

で設定する料金を算定しようとする一般電気事業者（以下「事業者」という。）は、四月一日

又は十月一日を始期とする一年間を単位とした将来の合理的な期間（以下「原価算定期
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間」という。）を定め、当該期間において電気事業を運営するに当たって必要であると見込

まれる原価に利潤を加えて得た額（以下「原価等」という。）を算定しなければならない。  

２～３ （略） 

 

 （料金の決定等）  

第十九条  料金は、低圧需要の前条の規定により整理された総固定費、総可変費及び総

需要家費の合計額（以下「低圧需要原価等」という。）と原価算定期間における低圧需要

の料金収入が一致するように設定されなければならない。  

２～６ （略）  

 

 


